
2005年７月 社債売出届出目論見書

トヨタ ファイナンス オーストラリアリミテッド

2008年７月満期ユーロ豪ドル建社債

―売　出　人―
大和証券エスエムビーシー株式会社

トヨタファイナンシャルサービス証券株式会社

―売出取扱人―
大和証券株式会社

SMBCフレンド証券株式会社
岡三証券株式会社
コスモ証券株式会社
新光証券株式会社
東海東京証券株式会社
みずほ証券株式会社
UFJつばさ証券株式会社

注）上記写真の車両は海外仕様であり、日本で販売するものとは異なります。



1. 本社債売出届出目論見書により行うトヨタ ファイナンス オース
トラリア リミテッド2008年７月満期ユーロ豪ドル建社債（以下
「本社債」といいます｡）の売出しにつきましては、発行会社は、証
券取引法第５条により有価証券届出書を平成17年６月29日に関東財
務局長に提出しておりますが、その届出の効力は生じておりません。
売出要項その他本書の記載内容につきましては今後訂正が行われます。
2. 本社債の元利金は豪ドルで支払われますので、外国為替相場の変
動により円で換算した場合の支払額がその影響を受けます。また、
これにより、円換算した償還価額又は売却価額が投資元本を割り込
むことがあります。
3. 原文（英語）のトヨタ ファイナンス オーストラリア リミテッド
の財務書類は、本社債売出届出目論見書には記載されておりません
が、有価証券届出書には記載されております。

本社債は、1933年合衆国証券法（その後の改正を含み、以下「合衆国
証券法」という。）に基づき登録されておらず、今後登録される予定も
ありません。合衆国証券法の登録義務を免除された一定の取引による場
合を除き、合衆国内において、又は米国人に対し、米国人の計算で、若
しくは米国人のために、本社債の募集、売出し又は販売を行ってはなり
ません。本段落において使用された用語は、合衆国証券法に基づくレギ
ュレーションSにより定義された意味を有しております。
本社債は、合衆国税法の適用を受けます。合衆国の税務規則により認

められた一定の取引による場合を除き、合衆国若しくはその属領内にお
いて、又は合衆国人に対して本社債の募集、売出し又は交付を行っては
なりません。本段落において使用された用語は、1986年合衆国内国歳入
法及びそれに基づくレギュレーションにおいて定義された意味を有して
おります。

The Notes have not been and will not be registered under the United
States Securities Act of 1933, as amended (the “Securities Act”), and may
not be offered or sold within the United States or to, or for the account or
benefit of, U.S. persons except in certain transactions exempt from the
registration requirements of the Securities Act. Terms used in this
paragraph have the meanings given to them by Regulation S under the
Securities Act.

The Notes are subject to U.S. tax law requirements and may not be
offered, sold or delivered within the United States or its possessions or to a
United States person, except in certain transactions permitted by U.S.
taxation regulations. Terms used in this paragraph have the meanings given
to them by the U.S. Internal Revenue Code of 1986 and regulations
thereunder.
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５ 【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

昭和37年４月 トヨタ自動車工業株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成４年９月 トヨタ自動車株式会社 

取締役          就任 

 〃 ７年11月 トヨタ ファイナンスフィンランド 

株式会社 

取締役会長         〃 

 〃 ９年６月 トヨタ自動車株式会社 

常務取締役         〃 

 〃 10年４月 トヨタ クレジット カナダ株式会社 

取締役会長(現任)      〃 

 〃 10年７月 トヨタ ファイナンシャル サービス 

(UK)株式会社 

(現 トヨタ ファイナンシャル 

サービス(UK)No.2株式会社) 

取締役会長         就任 

 〃 11年６月 トヨタ自動車株式会社 

専務取締役         〃 

 〃 12年７月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役           〃 

 〃 13年６月 トヨタ ファイナンシャル サービス 

(UK)株式会社 

取締役会長         〃 

 〃 13年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役副社長        〃 

 〃 13年７月 トヨタ ファイナンス  

オーストラリア株式会社 

取締役会長         〃 

 〃 15年６月 トヨタ ファイナンス株式会社 

取締役(現任)        〃 

取締役会長 ― 荒 木 隆 司 昭和15年１月29日生

 〃 17年６月 トヨタ ファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役会長(現任)      〃 

なし 

昭和43年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成11年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役          就任 

 〃 12年７月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役社長(現任)      〃 

 〃 12年７月 トヨタファイナンシャルサービス 

証券株式会社 

取締役社長(現任)      〃 

 〃 12年８月 トヨタ ファイナンシャル サービス 

アメリカ株式会社 

取締役社長         〃 

 〃 13年６月 トヨタファイナンス株式会社 

取締役(現任)        〃 

 〃 16年４月 トヨタ ファイナンシャル サービス 

アメリカ株式会社 

取締役会長(現任)      〃 

 〃 17年１月 トヨタ モーターファイナンス  

チャイナ有限会社 

取締役会長(現任)      〃 

取締役社長 代表取締役 尾 﨑 英 外 昭和20年12月26日生

 〃 17年２月 トヨタ ファイナンシャル サービス 

コリア株式会社 

取締役会長(現任)      〃 

なし 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

昭和46年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成16年１月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

エグゼクティブバイスプレジデント

(現任)           就任 

〃 16年１月 トヨタファイナンシャルサービス 

証券株式会社 

取締役(現任)        〃 

取締役 
エグゼクティブ
バイスプレジデ
ント 

鶴 見 伸 一 昭和23年９月１日生

〃 16年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

なし 

昭和46年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成13年６月 蒲郡海洋開発株式会社 

常務取締役(現任)     就任 

 〃 17年４月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

エグゼクティブバイスプレジデント

(現任)           〃 

取締役 
エグゼクティブ
バイスプレジデ
ント 

足 立   博 昭和24年４月１日生

〃 17年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

なし 

昭和41年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成８年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役          就任 

 〃 13年６月 トヨタ自動車株式会社 

常務取締役         〃 

 〃 15年６月 トヨタ自動車株式会社 

専務取締役         〃 

 〃 16年６月 トヨタモーターマーケティングヨー

ロッパ株式会社 

取締役会長(現任)      〃 

 〃 16年６月 トヨタモーターヨーロッパ株式会社 

取締役社長(現任)      〃 

〃 17年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

取締役 ― 浦 西 徳 一 昭和17年５月３日生

〃 17年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役副社長(現任)     〃 

なし 

昭和42年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成９年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役          就任 

 〃 13年６月 トヨタ自動車株式会社 

常務取締役         〃 

 〃 15年６月 トヨタ自動車株式会社 

専務取締役         〃 

 〃 17年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

取締役 ― 笹 津 恭 士 昭和19年６月11日生

 〃 17年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役副社長(現任)     〃 

なし 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

昭和43年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成９年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役          就任 

 〃 13年６月 トヨタ自動車株式会社 

常務取締役         〃 

 〃 15年６月 トヨタ自動車株式会社 

専務取締役         〃 

 〃 17年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

 〃 17年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役副社長(現任)     〃 

取締役 ― 木 下 光 男 昭和21年１月１日生

 〃 17年６月 蒲郡海洋開発株式会社 

取締役副会長(現任)     〃 

なし 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

昭和59年４月 トヨタ自動車株式会社     入社 

平成12年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役          就任 

 〃 12年10月 ガズーメディアサービス株式会社 

(現 デジタルメディアサービス株式

会社) 

取締役社長         〃 

 〃 13年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

 〃 13年６月 トヨタ モーター アジア  

パシフィック株式会社 

取締役会長(現任)      〃 

 〃 13年６月 トヨタ モーター(チャイナ) 

株式会社 

取締役会長(現任)      〃 

 〃 13年８月 ベトナム トヨタ有限会社 

取締役会長         〃 

 〃 14年６月 トヨタ自動車株式会社 

常務取締役         〃 

 〃 14年６月 天津トヨタ自動車有限会社 

(現 天津一汽トヨタ自動車有限会

社) 

取締役副会長(現任)     〃 

 〃 14年６月 トヨタ自動車(中国)投資有限会社 

取締役会長(現任)      〃 

 〃 14年７月 四川トヨタ自動車有限会社 

取締役副会長(現任)     〃 

 〃 15年６月 トヨタ自動車株式会社 

専務取締役         〃 

 〃 15年９月 一汽トヨタ自動車販売有限会社 

取締役副会長(現任)     〃 

 〃 16年２月 一汽トヨタエンジン有限会社 

取締役会長(現任)      〃 

 〃 16年３月 デジタルメディアサービス 

タイランド株式会社 

取締役会長(現任)      〃 

 〃 16年３月 トヨタ一汽(天津)金型有限会社 

取締役会長(現任)      〃 

 〃 16年３月 一汽トヨタ(長春)エンジン有限会社 

取締役副会長(現任)     〃 

 〃 16年４月 天津トヨタ自動車エンジン有限会社 

取締役副会長(現任)     〃 

 〃 16年６月 トヨタ自動車技術センター(中国) 

有限会社 

取締役副会長(現任)     〃 

 〃 16年９月 広州トヨタ自動車有限会社 

取締役副会長(現任)     〃 

取締役 ― 豊 田 章 男 昭和31年５月３日生

 〃 17年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役副社長(現任)     〃 

なし 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

昭和45年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成12年６月 トヨタファイナンス株式会社 

取締役(現任)       就任 

 〃 12年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役           〃 

 〃 12年７月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

 〃 15年６月 トヨタ自動車株式会社 

常務役員          〃 

 〃 16年６月 トヨタ自動車株式会社 

専務取締役(現任)      〃 

取締役 ― 鈴 木   武 昭和22年11月18日生

 〃 16年７月 トヨタファイナンスフィンランド 

株式会社 

取締役会長(現任)       〃 

なし 

昭和51年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成15年６月 トヨタ自動車株式会社 

常務役員(現任)      就任 取締役 ― 畑   隆 司 昭和28年12月28日生

 〃 17年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

なし 

昭和60年６月 米国トヨタ自動車販売株式会社 

             入社 

平成５年１月 米国トヨタ自動車販売株式会社 

グループ副社長      就任 

 〃 ９年４月 トヨタ モーター クレジット 

株式会社 

取締役           〃 

 〃 ９年６月 米国トヨタ自動車販売株式会社 

上級副社長         〃 

 〃 12年10月 トヨタ モーター クレジット 

株式会社 

取締役社長(現任)      〃 

 〃 15年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

取締役 ― 
ジョージ E. 
ボースト 

昭和23年９月２日生

 〃 16年６月 トヨタ ファイナンシャル サービス 

アメリカ株式会社 

取締役社長(現任)      〃 

なし 

昭和41年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成８年６月 トヨタファイナンス株式会社 

常務取締役        就任 

 〃 ９年６月 トヨタファイナンス株式会社 

専務取締役         〃 

 〃 13年６月 トヨタファイナンス株式会社 

取締役社長(現任)      〃 

取締役 ― 稲 垣 嘉 男 昭和17年１月28日生

 〃 15年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役(現任)        〃 

なし 

昭和49年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成12年３月 トヨタ自動車株式会社 財務部 

主査           就任 常勤監査役 ― 林   惠 右 昭和27年３月27日生

 〃 12年７月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

常勤監査役(現任)      〃 

なし 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

昭和39年４月 トヨタ自動車工業株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成４年９月 トヨタ自動車株式会社 

取締役          就任 

 〃 ９年６月 トヨタ自動車株式会社 

常務取締役         〃 

 〃 11年６月 トヨタ自動車株式会社 

専務取締役         〃 

 〃 13年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役副社長        〃 

 〃 13年６月 蒲郡海洋開発株式会社 

代表取締役副会長      〃 

 〃 17年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

監査役(現任)        〃 

監査役 ― 渡 辺 捷 昭 昭和17年２月13日生

 〃 17年６月 トヨタ自動車株式会社 

取締役社長(現任)      〃 

なし 

昭和47年４月 トヨタ自動車販売株式会社 

(現 トヨタ自動車株式会社) 入社 

平成13年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

取締役          就任 

 〃 13年６月 トヨタファイナンス株式会社 

専務取締役         〃 

 〃 15年６月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社 

監査役(現任)        〃 

監査役 ― 山 口 千 秋 昭和24年12月25日生

 〃 15年６月 トヨタ自動車株式会社 

監査役(現任)        〃 

なし 

昭和36年３月 ロー・ビンガム・アンド・ラッキー 

会計事務所        入所 

 〃 41年１月 プライス ウォーター ハウス 

会計事務所と合併 

 〃 58年６月 上記事務所が青山監査法人設立  

引き続き同監査法人に勤務 

 〃 59年７月 青山監査法人 代表社員(プライス 

ウォーターハウス・パートナー) 

             就任 

平成10年６月 青山監査法人 代表社員(プライス  

ウォーターハウス・パートナー) 

             退任 

 〃 10年７月 青山監査法人 顧問         就任 

 〃 12年３月 青山監査法人 顧問         退任 

 〃 12年４月 帝塚山大学 経営情報学部  

教授(現任)        就任 

 〃 12年７月 トヨタファイナンシャルサービス 

株式会社  

監査役(現任)        〃 

 〃 14年４月 帝塚山大学 経営情報学部 

学部長(現任)        〃 

監査役 ― 池 嶋 豊 光 昭和12年12月４日生

 〃 15年４月

 

 〃 17年３月

学校法人 帝塚山学園  

理事(現任)         〃 

SRIスポーツ株式会社  

監査役(現任)        〃 

なし 

計 ― 

注) 監査役 林 惠右、渡辺 捷昭、池嶋 豊光は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第

18条第１項に定める社外監査役である。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 

(1)会社機関の内容 

① 会社機関の基本説明 

経営方針等の重要事項に関する意思決定機関および監督機関として取締役会、業務執行機関と

して代表取締役、監査機関として監査役会という商法上規定されていた株式会社の機関制度を基

本としている。 

 

取締役会は取締役12名で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督して

いる。 

当社は、監査役制度を採用している。監査役会は、株主(トヨタ自動車㈱)の取締役副社長、同

常勤監査役、同出向者、並びに公認会計士の４名(うち社外監査役３名)で構成されており、内部

監査人(子会社の内部監査人も含む)との連係、親会社および子会社監査役会との連係、会計監査

人との連係を行い、米国企業改革法への態勢整備も含め監査活動の質的向上を図っている。 

また海外部門では、主要販売金融会社のトップで構成し意思決定を行う「マネージメント・コ

ミッティ」を設置し、取締役会で決定した基本方針に基づき、海外の経営に関する重要事項を協

議決定している。マネージメント・コミッティ直轄でグループ全体のリスクを管理する「エンタ

ープライズ・リスク・コミッティ」、グローバルなITへの取組みについて協議する「ITステアリ

ング・コミッティ」を設置している。 

更に米州、欧州・アフリカ、アジア・オセアニアの三極に「地域統括本部」を設け、傘下の販

売金融会社の経営管理の充実を図っている。 

また販売金融会社の実務責任者で構成し、重要な機能ごとにグループ横割でスタンダード確立

を目指す「ファンクショナル・コミッティ」を定期的に開催している。 

 

一方、国内部門において経営に関する重要事項を協議決定する機関として平成15年８月より当

社及び国内金融子会社のトップ・マネージメントで構成する「国内マネージメント・コミッテ

ィ」を設置しマネージメント体制の充実を図っている。 

更に、社外有識者からなる「アドバイザリーコミッティ」を組織し、国内金融事業の事業戦

略・計画について提言を行っている。 

 

② 内部監査及び監査役監査の状況 

監査役監査および内部監査に、会計監査人による会計監査を加えた３つの監査機能は、財務報

告に対する信頼性向上のため、定期的に、あるいは必要に応じて随時会合をもち、それぞれの監

査計画と結果について情報共有を図りながら、効果的かつ効率的な監査を実施している。 
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③ 会計監査人の状況 

会計監査人は中央青山監査法人であり、業務を執行した公認会計士は以下の通りである。 

 

大塚 啓一 (中央青山監査法人) 

山本 房弘 (中央青山監査法人) 

濱上 孝一 (中央青山監査法人) 

 

監査継続年数については、７年以内であるため記載を省略している。 

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されている。 

具体的には公認会計士及び会計士補を主たる構成員とし、その補助者も加えて構成されている。 

 

④ 社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

社外取締役はいない。 

取締役及び監査役は全員、当社と特別な利害関係はない。 

 

(2)内部統制システムの状況 

当社は、内部監査の徹底により金融ビジネスに内在するリスクを未然に防止することを目的とし

てグローバル内部監査体制を構築した。具体的には監査体制を当社、地域統括本部、各子会社の３

レベルに区分し、グループ全体で50名の内部監査人により全拠点の内部監査業務を実施している。 

各レベルにて責任を分担し、実施する監査を対象会社別、目的別に使い分けている。 

 

１ 子会社監査：各子会社の内部監査を子会社及び地域統括本部が協力して行う監査 

２ ジョイント監査：対象会社に当社及び他拠点からメンバーを招集し実施する監査 

３ 親会社監査：当社が親会社として子会社、地域統括本部の内部統制及び、監査体制をチ

ェックする監査 

 

(3)リスク管理体制の設備状況 

当社、地域統括本部、子会社の各レベルで地域別にリスクを管理するとともにリスクマネジメ

ント面では、ビジネスリスク全般を監視する「エンタープライズ・リスク・コミッティ」加え、

市場リスクやクレジットリスクなどを専門分野毎に「ファンクショナル・コミッティ」を設置し

て様々なリスクを管理するとともに、管理手法の高度化やグローバル展開に取り組んでいる。 
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(4)役員報酬の内容 

当社の取締役に対する報酬の内容は、年間報酬総額69百万円(うち、社外取締役０)である。また、

監査役に対する報酬の内容は、年間報酬総額22百万円(うち、社外監査役22百万円)である。 

 

(5)監査報酬の内容 

当社が中央青山監査法人と締結した公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する

業務に基づく報酬は、21百万円である。上記以外の業務に基づく報酬は、４百万円である。 

なお、公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務以外の業務に対する報酬

は、米国企業改革法対応アドバイザリー業務等に対するものである。 
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第５ 【経理の状況】 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) トヨタファイナンシャルサービス株式会社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づき

作成している。 

ただし、前連結会計年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣

府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づき作成している。 

 

(2) トヨタファイナンシャルサービス株式会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づき作成して

いる。 

ただし、前事業年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令

第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づき作成している。 

 

(3) トヨタファイナンシャルサービス株式会社は、継続開示会社に該当しないため、「企業内容等の

開示に関する内閣府令(昭和48年大蔵省令第５号)」に基づき、連結キャッシュ・フロー計算書は作

成していない。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

  
前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

資産の部     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   160,665 213,825  

２ 営業債権 ※４  6,249,098 7,276,608  

３ 有価証券   6,028 3,278  

４ 繰延税金資産   45,186 52,778  

５ その他   120,656 175,744  

６ 貸倒引当金   △108,100 △117,248  

流動資産合計   6,473,536 81.5 7,604,986 82.9 

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１    

１ 賃貸資産   992,043 1,256,526  

２ 建物及び構築物   1,556 1,564  

３ 機械装置及び運搬具   915 1,087  

４ 工具器具備品   6,494 4,870  

５ 土地   0 0  

６ 建設仮勘定   32 77  

有形固定資産合計   1,001,042 12.6 1,264,126 13.8 

(2) 無形固定資産     

１ ソフトウェア   28,405 25,653  

２ その他   144 226  

無形固定資産合計   28,549 0.3 25,880 0.3 

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券 ※２  134,893 127,751  

２ 繰延税金資産   8,789 8,049  

３ その他   285,606 130,956  

４ 貸倒引当金   △1,604 △1,604  

投資その他の資産合計   427,684 5.4 265,153 2.9 

固定資産合計   1,457,276 18.3 1,555,160 17.0 

Ⅲ 繰延資産     

１ 社債発行費   13,889 14,550  

２ 社債発行差金   111 226  

繰延資産合計   14,000 0.2 14,777 0.1 

資産合計   7,944,813 100.0 9,174,924 100.0 
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前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

負債の部     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金   12,987 13,884  

２ 短期借入金   610,049 717,655  

３ １年以内返済予定の 
長期借入金 

  115,230 162,325  

４ １年以内償還予定の社債   993,807 1,025,497  

５ コマーシャルペーパー   1,299,481 1,526,909  

６ 未払法人税等   10,576 29,245  

７ 繰延税金負債   581 145  

８ 賞与引当金   1,380 1,406  

９ 販売促進引当金   3,072 2,245  

10 前受収益   151,536 149,899  

11 その他   202,274 237,749  

流動負債合計   3,400,978 42.8 3,866,964 42.1 

Ⅱ 固定負債     

１ 社債 ※４  3,122,486 3,676,268  

２ 長期借入金   536,680 618,945  

３ 繰延税金負債   278,865 338,622  

４ 退職給付引当金   1,938 2,802  

５ その他   83,044 13,635  

固定負債合計   4,023,016 50.6 4,650,274 50.7 

負債合計   7,423,994 93.4 8,517,238 92.8 

     

少数株主持分   4,089 0.1 5,454 0.1 

     

資本の部     

Ⅰ 資本金 ※６  75,025 0.9 78,525 0.8 

Ⅱ 資本剰余金   156,400 2.0 159,900 1.7 

Ⅲ 利益剰余金   336,838 4.2 449,672 4.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5,451 0.1 4,929 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △56,986 △0.7 △40,796 △0.4 

資本合計   516,729 6.5 652,231 7.1 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  7,944,813 100.0 9,174,924 100.0 
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   723,806 100.0 760,852 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２  357,001 49.3 380,430 50.0 

売上総利益   366,805 50.7 380,422 50.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  237,304 32.8 213,965 28.1 

営業利益   129,500 17.9 166,457 21.9 

Ⅳ 営業外収益     

１ 固定資産売却益  55 218   

２ 持分法による投資利益  488 875   

３ 償却債権取立益  7,910 8,642   

４ その他  822 9,277 1.3 1,529 11,265 1.5 

Ⅴ 営業外費用     

１ 固定資産処分損  695 955   

２ 為替差損  1,273 2,144   

３ その他  917 2,885 0.4 510 3,611 0.5 

経常利益   135,892 18.8 174,111 22.9 

Ⅵ 特別利益     

１ 過年度損益修正益 ※４ ― 12,936 12,936 1.7 

Ⅶ 特別損失     

１ 営業資産整理損失 ※３ 5,393 5,393 0.8 ―   

     

税金等調整前当期純利益   130,498 18.0 187,047 24.6 

法人税、住民税及び 
事業税 

 15,751 22,853   

法人税等調整額  36,347 52,099 7.2 50,948 73,802 9.7 

少数株主利益   469 0.0 374 0.1 

当期純利益   77,929 10.8 112,870 14.8 
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  148,900  156,400 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 増資による新株の発行  7,500 7,500 3,500 3,500 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  156,400  159,900 

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  258,952  336,838 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 当期純利益  77,929 77,929 112,870 112,870 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 役員賞与  42 42 37 37 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  336,838  449,672 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数 45社 

  主要な連結子会社名は、「第１

企業の概況 ４ 関係会社の状況」

に記載しているため、省略した。 

(イ)連結子会社の数 49社 

  主要な連結子会社名は、「第１ 

企業の概況 ４ 関係会社の状況」

に記載しているため、省略した。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 

０社

(イ)持分法適用の非連結子会社数 

０社 

 (ロ)持分法適用の関連会社数  ５社

  主要な会社名 

  ・トヨタアセットマネジメント㈱

  ・トヨタ ファイナンシャル  

   サービス サウス アフリカ㈱ 

  ・トヨタ インシュアランス  

   マネジメント㈱ 

  ・和潤企業㈱ 

  ・和運租車㈱ 

(ロ)持分法適用の関連会社数  ５社 

  主要な会社名 

  ・トヨタアセットマネジメント㈱ 

  ・トヨタ ファイナンシャル  

   サービス サウス アフリカ㈱ 

  ・トヨタ インシュアランス  

   マネジメント㈱ 

  ・和潤企業㈱ 

  ・和運租車㈱ 

 (ハ)持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社はない。 

(ハ)持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社はない。 

 (ニ)持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社について

は、各社の事業年度に係る財務諸表

を使用している。 

(ニ)持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社について

は、各社の事業年度に係る財務諸表

を使用している。 

 (ホ)ＵＭＷ トヨタ キャピタル㈱は、

同社株式を追加取得し連結子会社と

なったため、持分法の適用範囲から

除外している。 

 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日が連結決算日

(３月31日)と異なる会社は次のとおり

である。 

決算日 会社名 

12月31日 バンコ トヨタ ブラジル㈱

 
トヨタ サービス デ  
メキシコ㈱ 

 
トヨタ ファイナンシャル
サービス ハンガリー㈱ 

   他合計５社 
 

 連結子会社の決算日が連結決算日

(３月31日)と異なる会社は次のとおり

である。 

決算日 会社名 

12月31日 バンコ トヨタ ブラジル㈱ 

 
トヨタ サービス デ  
メキシコ㈱ 

 
トヨタ ファイナンシャル
サービス ハンガリー㈱ 

 
トヨタ モーター  

ファイナンス チャイナ㈲ 

   他合計７社 
 

  連結財務諸表作成にあたってこれら

の会社については、連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表を使

用している。 

 なお、トヨタ クレジット アルゼン

チン㈱については、当連結会計年度か

ら決算日を変更した。 

 連結財務諸表作成にあたってこれら

の会社については、連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表を使

用している。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 在外子会社及び在外関連

会社の会計処理基準に関す

る事項 

 原則として在外子会社及び在外関連

会社の連結にあたっては、所在地国の

会社法及び会計処理基準に準拠して作

成された財務諸表を採用している。こ

れらの国との会計処理基準の主要な差

異は、米国及びその他の諸国の会計処

理基準に準拠したリース会計及び「５

会計処理基準に関する事項」で述べた

事項である。 

 同左 

５ 会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    …決算期末日の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は主として個別法(海外連

結子会社)により算定して

いる) 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    …同左 

    時価のないもの 

    …主として総平均法による原

価法 

   時価のないもの 

    …同左 

  ②デリバティブ 

    …時価法 

 ②デリバティブ 

    …同左 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

   トヨタファイナンシャルサービ

ス株式会社及び国内連結子会社 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

   トヨタファイナンシャルサービ

ス株式会社及び国内連結子会社 

   (a) 賃貸資産 

     リース期間を償却年数と

し、リース期間満了時の処分

見積価額を残存価額とする定

額法によっている。なお、リ

ース資産の処分損失に備える

ため、減価償却費を追加計上

している。 

  (a) 賃貸資産 

    同左 

   (b) その他 

     主として法人税法に規定す

る方法と同一の定率法によっ

ている。 

  (b) その他 

    同左 

    海外連結子会社 

    主として定額法によってお

り、リース資産の処分損失に備

えるため減価償却費を追加計上

している。 

   海外連結子会社 

    同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ②無形固定資産 

   定額法によっている。 

   なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利

用可能期間(主として５年)に基づ

く定額法を採用している。 

 ②無形固定資産 

   同左 

  ③繰延資産の処理方法 

   トヨタファイナンシャルサービ

ス株式会社及び国内連結子会社

    社債発行差金については社債

の償還期間にわたり均等償却し

ており、新株発行費、社債発行

費については支出時に全額費用

処理している。 

 ③繰延資産の処理方法 

   トヨタファイナンシャルサービ

ス株式会社及び国内連結子会社 

    同左 

    海外連結子会社 

    社債発行費、社債発行差金は

社債の償還期限にわたり均等償

却している。 

   海外連結子会社 

    同左 

 (ハ)重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

   債権の貸し倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率等により計上している。

   この他に保証業務から生ずる債

権の貸し倒れによる損失に備える

ため、主たる債務者の債務不履行

の可能性及び、その結果としての

保証履行に伴う求償債権に対する

回収不能額を過去の実績率により

見積もり、計上している。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

   同左 

  ②賞与引当金 

   トヨタファイナンシャルサービ

ス株式会社及び国内連結子会社

は、従業員賞与の支出に備えるた

めに、次回賞与支給見込額のうち

当連結会計年度対応分について計

上している。 

 ②賞与引当金 

   同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

   数理計算上の差異は、その発生

時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額

法により翌連結会計年度から費用

処理することとしている。 

 ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

   数理計算上の差異は、その発生

時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額

法により翌連結会計年度から費用

処理することとしている。 

   過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法に

より発生した連結会計年度から費

用処理することとしている。 

   (追加情報) 

   一部の国内連結子会社は、確定

拠出年金法の施行に伴い、平成17

年4月に退職一時金制度の一部に

ついて確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」(企業会計基準

適用指針第１号)を適用してい

る。本移行に伴う影響額は、販売

費及び一般管理費として251百万

円計上されている。 

  ④販売促進引当金 

   クレジットカード事業を営む国

内連結子会社は、その特定会員の

カード利用に伴うポイント還元費

用の負担に備えるため、当該子会

社所定の基準により将来使用され

ると見込まれる金額を計上してい

る。 

 ④販売促進引当金 

   同左 

 

 

 (ニ)重要な外貨建の資産または負債の

本邦通貨への換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

いる。なお、在外子会社等の資産及

び負債は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整勘定に

含めて計上している。 

(ニ)重要な外貨建の資産または負債の

本邦通貨への換算の基準 

  同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (ホ)重要なリース取引の処理方法 

  国内連結子会社は、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

  同左 

 (へ)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   国内連結子会社は繰延ヘッジ処

理によっている。なお、特例処理

の要件を満たしている金利スワッ

プについては特例処理によってい

る。米国連結子会社については、

公正価値ヘッジ処理によってい

る。 

(へ)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   当連結会計年度にヘッジ会計を

適用したヘッジ手段とヘッジ対象

は以下のとおりである。 

   ヘッジ手段…為替予約、通貨ス

ワップ、金利ス

ワップ、インデ

ックスノートス

ワップ 

   ヘッジ対象…借入金、営業債権

及び社債 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

  ③ヘッジ方針 

   資金調達及び営業債権に係る金

利及び為替リスクをヘッジする目

的でデリバティブ取引を行ってい

る。 

 ③ヘッジ方針 

   同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

  ・事前テスト 

   比率分析もしくは回帰分析等の

統計的手法 

  ・事後テスト 

   比率分析 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

 (ト)消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっている。 

(ト)消費税等の会計処理 

  同左 

 



― 160 ― 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、部分時価評価法によっている。

 同左 

７ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、重

要性のないものについては発生した連

結会計年度に償却することとしてい

る。 

 同左 

８ 利益処分項目等の取扱に

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作成

している。 

 同左 

 

表示方法の変更 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 

 

――――― 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  388,908百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額  440,485百万円 

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりである。 

 投資有価証券(株式) 3,964百万円
 

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりである。 

 投資有価証券(株式) 4,708百万円 
 

 ３ 保証債務 

   トヨタ販売店及びレンタリース店が一般顧客に割

賦販売等を行うに当たり、連結子会社がトヨタ販売

店及びレンタリース店に対して保証業務として債務

保証を行っている。 

   また、連結子会社以外のトヨタグループ会社が行

った資金調達に対し、債務保証を行っている。 

 連結子会社の営業上の債務保証 1,207,840百万円

 ドイツトヨタ㈲ 1,933百万円

 トヨタ モーター 
 マニュファクチュアリング 
 フランス㈱ 

45,172百万円

 その他 54,656百万円

  計 1,309,602百万円
 

 ３ 保証債務 

   トヨタ販売店及びレンタリース店が一般顧客に割

賦販売等を行うに当たり、連結子会社がトヨタ販売

店及びレンタリース店に対して保証業務として債務

保証を行っている。 

   また、連結子会社以外のトヨタグループ会社が行

った資金調達に対し、債務保証を行っている。 

 連結子会社の営業上の債務保証 1,317,051百万円 

 トヨタ モーター 
 マニュファクチュアリング 
 フランス㈱ 

46,313百万円 

 その他 35,999百万円 

  計 1,399,364百万円 
 

※４ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次のとおりである。 

 営業債権 23,902百万円

   担保付債務は、次のとおりである。 

 社債 23,902百万円
 

 

 ５ 当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る貸出

未実行残高 

3,125,905百万円

   なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメント

においては、信用状態等に関する審査を貸出実行の

条件としているものが含まれているため、必ずしも

全額が貸出実行されるものではない。 

 ５ 当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る貸出

未実行残高 

3,552,459百万円 

   なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメント

においては、信用状態等に関する審査を貸出実行の

条件としているものが含まれているため、必ずしも

全額が貸出実行されるものではない。 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式1,500,500株

である。 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式1,570,500株

である。 
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(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

従業員給与・手当 38,395百万円

貸倒引当金繰入額 80,124百万円

減価償却費 3,786百万円

退職給付費用 2,611百万円

賞与引当金繰入額 1,308百万円

販売促進引当金繰入額 1,845百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

従業員給与・手当 40,629百万円 

貸倒引当金繰入額 55,440百万円 

減価償却費 4,653百万円 

退職給付費用 3,813百万円 

賞与引当金繰入額 1,315百万円 

販売促進引当金繰入額 1,141百万円 
 

※２ 売上原価には、デリバティブ関連損益が20,337 

  百万円(益)含まれている。 

※２ 売上原価には、デリバティブ関連損益が33,981 

  百万円(益)含まれている。 

※３ 営業資産整理損失の内訳 

   更生会社㈱クロスウェイブコミュニケーションズ

に係る 

貸倒引当金繰入額 1,604百万円

賃貸資産売却損 3,789百万円
 

 

 ※４ 過年度損益修正益は、米国の連結子会社が以下に

ついて遡及的に財務諸表を修正したことにより生じ

た過年度財務諸表の修正額である。 

  ① 自動車小売金融に関わる費用計上等の会計処理

の修正。 

  ② ヘッジ会計の適用非適格であった外貨建社債等

に関わる会計処理の修正。 
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(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借手側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借手側) 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具備品 917 646 271

   未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定している。 
  

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具備品 4,002 1,731 2,270 

   未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定している。 
  

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 165百万円 

 １年超 106百万円 

 合計 271百万円 

   未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定している。 
  

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 783百万円 

 １年超 1,486百万円 

 合計 2,270百万円 

   未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定している。 
  

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 206百万円 

 減価償却費相当額 206百万円 
  

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 846百万円 

 減価償却費相当額 846百万円 
  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 
  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 
  

２ オペレーティング・リース取引(借手側) 

  未経過リース料 

 １年内 1,696百万円 

 １年超 5,154百万円 

 合計 6,851百万円 
  

２ オペレーティング・リース取引(借手側) 

  未経過リース料 

 １年内 1,695百万円 

 １年超 4,538百万円 

 合計 6,233百万円 
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前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸手側) 

３ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸手側) 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

賃貸資産 100,128 56,024 44,103

ソフトウェア 9,933 5,614 4,319

  

 
取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

賃貸資産 102,035 60,635 41,400 

ソフトウェア 10,432 6,522 3,909 

  
 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 18,329百万円 

 １年超 38,703百万円 

 合計 57,032百万円 

   未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残高

の合計額が営業債権の期末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定している。 
  

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 16,831百万円 

 １年超 33,998百万円 

 合計 50,830百万円 

   未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残高

の合計額が営業債権の期末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定している。 
  

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

 受取リース料 20,648百万円 

 減価償却費 15,372百万円 
  

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

 受取リース料 19,416百万円 

 減価償却費 14,866百万円 
  

４ オペレーティング・リース取引(貸手側) 

  未経過リース料 

 １年内 210,313百万円 

 １年超 236,088百万円 

 合計 446,402百万円 
  

４ オペレーティング・リース取引(貸手側) 

  未経過リース料 

 １年内 260,041百万円 

 １年超 348,250百万円 

 合計 608,292百万円 
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(有価証券関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成16年３月31日) 

 

  
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)  

①株式  13,806 18,453 4,646 

②債券   

  国債・地方債  4,735 4,860 124 

  社債その他  43,135 44,301 1,165 

③その他  44,545 47,682 3,137 

 小計  106,223 115,296 9,073 

    (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

①株式  4,628 4,468 △159 

②債券   

  国債・地方債  29 29 0 

  社債その他  17,266 15,457 △1,809 

③その他  ― ― ― 

 小計  21,924 19,955 △1,969 

 合計  128,148 135,252 7,104 

  
２ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  (平成16年３月31日) 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

①債券    

  国債・地方債等  999 1,280 630 2,063 

  社債  7,403 21,753 14,113 16,658 

  その他  ― 1,794 45,473 ― 

②その他  ― ― ― ― 

 合計  8,402 24,828 60,217 18,721 
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当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

 

  
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)  

①株式  30,092 34,472 4,379 

②債券   

  国債・地方債  7,100 7,125 24 

  社債その他  42,255 42,433 177 

③その他  10,505 12,258 1,752 

 小計  89,954 96,289 6,334 

    (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

①株式  2,615 2,517 △97 

②債券   

  国債・地方債  495 492 △3 

  社債その他  22,677 19,449 △3,227 

③その他  4,482 4,460 △22 

 小計  30,270 26,920 △3,350 

 合計  120,225 123,209 2,983 

  
２ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  (平成17年３月31日) 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

①債券    

  国債・地方債等  495 3,304 1,651 2,488 

  社債  3,091 24,002 18,519 18,296 

  その他  ― 15,694 ― ― 

②その他  ― ― ― ― 

 合計  3,587 43,000 20,170 20,784 
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(デリバティブ取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容 

    為替予約取引、通貨スワップ取引、金利スワッ

プ取引、金利オプション取引及びインデックスノ

ートスワップ取引を利用している。 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容 

    同左 

 (2) 取引に対する取組方針 

    リスクヘッジを目的としており、トレーディン

グ目的での取引は行っていない。 

 (2) 取引に対する取組方針 

    同左 

 (3) 取引の利用目的 

    為替予約取引及び通貨スワップ取引は、主に外

国通貨建の負債及び営業債権についてあらかじめ

決められた条件で決済する目的で利用しており、

金利スワップ取引及び金利オプション取引は、市

場金利の変動リスクを回避するために利用してい

る。 

 (3) 取引の利用目的 

    同左 

 (4) 取引に係るリスクの内容 

    為替予約取引、通貨スワップ取引、インデック

スノートスワップは為替相場の変動によるリスク

を有しており、金利スワップ取引、金利オプショ

ン取引、通貨スワップ取引及びインデックスノー

トスワップは市場金利の変動によるリスクを有し

ている。 

    なお、当企業集団の取引の契約先は信用力の高

い金融機関に分散しており、信用リスクは極めて

少ないものと認識している。 

 (4) 取引に係るリスクの内容 

    同左 

 (5) 取引に係るリスクの管理体制 

    デリバティブ取引の実行及び管理については、

取引権限及び取引限度等について定めた社内ルー

ルに従い、資金担当部門が承認権限者の承認を得

て行っている。 

 (5) 取引に係るリスクの管理体制 

    同左 

 (6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

    「取引の時価等に関する事項」における契約額

等は、デリバティブ取引自体における名目的な契

約額又は取引決済上の計算上の想定元本であり、

当該金額自体がデリバティブ取引の市場リスク又

は信用リスクの量を表すものではない。 

 (6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 

    同左 
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２ 取引の時価等に関する事項 

 (1) 通貨関連 

 

 
前連結会計年度末 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

区分 

取引の種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引    

 売建 14,341 ― 13,838 502 25,711 ― 25,748 36 

 買建 46,864 ― 45,843 △1,201 28,305 ― 28,727 421 

通貨スワップ取引    

 支払米ドル 
 受取スイスフラン 

181,856 181,856 26,538 26,538 226,730 178,442 49,631 49,631 

 支払米ドル受取ユーロ 375,922 366,780 97,708 97,708 368,660 322,043 110,894 110,894 

 支払米ドル受取日本円 209,961 144,970 26,538 26,538 147,302 116,653 21,499 21,499 

 支払米ドル受取英ポンド 154,867 154,867 12,320 12,320 221,230 221,230 23,068 23,068 

市場取 
引以外 
の取引 

 その他 305,185 203,983 △8,636 △8,636 337,570 203,962 △7,016 △7,016 

合計 1,288,999 1,052,457 220,926 160,726 1,355,512 1,042,332 252,553 198,535 

  

前連結会計年度末  当連結会計年度末 

１ 時価の算定方法 

   主として将来キャッシュ・フローを

見積もり、それを適切な市場利子率

で割引く方法等により算定してい

る。 

 １ 時価の算定方法 

   同左 

   

２ ヘッジ会計が適用されているデリバテ

ィブ取引も含めて記載している。 

 ２ 同左 

  
 (2) 金利関連 

 

 
前連結会計年度末 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

区分 

取引の種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

金利スワップ取引    

 受取固定・支払変動 2,524,263 2,361,302 99,935 99,935 2,928,946 2,466,768 29,213 29,213 

 受取変動・支払固定 2,993,202 2,793,927 △40,255 △40,255 4,526,067 3,086,408 36,113 36,113 

 受取変動・支払変動 339,874 225,200 213 213 171,266 117,571 △129 △129 

オプション取引    

市場取 
引以外 
の取引 

 買建キャップ 89,695 5,143 557 557 91,014 61,349 1,272 1,272 

合計 5,947,035 5,385,573 60,450 60,450 7,717,294 5,732,098 66,470 66,470 

  
前連結会計年度末  当連結会計年度末 

１ 時価の算定方法 

   主として期末日現在の金利等を基に

将来予想されるキャッシュ・フロー

を現在価値に割引く方法等により算

定している。 

 １ 時価の算定方法 

   同左 

   

２ ヘッジ会計が適用されているデリバテ

ィブ取引も含めて記載している。 

 ２ 同左 
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(退職給付関係) 
 

 
１ 採用している退職給付制度の概要 

   一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けており、他の一部の国内連結子会

社は、当連結会計年度中に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行した。また、一部の海外子

会社は確定給付型の制度を設けており、他の一部の海外子会社は確定拠出型の制度を設けている。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

 
前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

イ 退職給付債務 △3,557百万円 △5,710百万円

ロ 年金資産 1,748百万円 2,522百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,808百万円 △3,187百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円 ―百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 △129百万円 385百万円

ヘ 未認識過去勤務債務 ―百万円 ―百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △1,938百万円 △2,802百万円

チ 前払年金費用 ―百万円 ―百万円

リ 退職給付引当金(ト－チ) △1,938百万円 △2,802百万円

   米国連結子会社の従業員は、確定給付型の制度である米国トヨタ自動車販売㈱年金制度に参加している。年

間給与額の比率に基づいて計算した米国連結子会社の負担に属する年金資産額は、前連結会計年度は14,786

百万円であり、当連結会計年度は22,594百万円である。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

イ 勤務費用 2,375百万円 3,543百万円

ロ 利息費用 49百万円 63百万円

ハ 期待運用収益 △18百万円 △30百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 ―百万円 ―百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 10百万円 12百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 ―百万円 ―百万円

ト その他 193百万円 223百万円

チ 退職給付費用 2,611百万円 3,813百万円

   (注) 退職給付費用には、複数事業主制度に関するものが含まれている。 

      「ト その他」は、確定拠出年金への掛金支払額である。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

イ 退職給付見込み額の期間配分方法 主として勤務期間基準 同左 

ロ 割引率 2.0％～6.0％ 2.5％～6.0％ 

ハ 期待運用収益率 7.0％～7.5％ 7.0％～7.5％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ― ― 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 14年～16年 14年～16年 

 (発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法

により、翌連結会計年

度から費用処理するこ

ととしている。) 

(同左) 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ― ― 
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(税効果会計関係) 

 
 
１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

繰延税金資産 

 貸倒引当金 24,610百万円 31,734百万円

 残価損引当金 13,153百万円 11,845百万円

 リース取得手数料 3,292百万円 3,419百万円

 税務上の繰越欠損金 46,738百万円 7,247百万円

 その他 3,820百万円 7,801百万円

繰延税金資産小計 91,615百万円 62,048百万円

評価性引当金 △3,868百万円 △4,262百万円

繰延税金資産合計 87,746百万円 57,785百万円

繰延税金負債 

 償却資産 △278,320百万円 △307,373百万円

 その他 △34,897百万円 △28,352百万円

繰延税金負債合計 △313,217百万円 △335,725百万円

繰延税金資産(負債)の純額 △225,471百万円 △277,940百万円

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税率の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  
前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税率の負

担率との差異が、法定実効税率の100分の５以下

であるため、記載を省略している。 

同左 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

  

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 連結会社は、リース取引、割賦金融、卸売金融、保険仲介、クレジットカード事業等の「販売金融事業」以

外に、一部で証券業等の「その他の金融事業」を営んでいるが、当連結会計年度については、全セグメントの

売上高(営業収益)の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「販売金融事業」の割合

がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

  

当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 連結会社は、リース取引、割賦金融、卸売金融、保険仲介、クレジットカード事業等の「販売金融事業」以

外に、一部で証券業等の「その他の金融事業」を営んでいるが、当連結会計年度については、全セグメントの

売上高(営業収益)の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「販売金融事業」の割合

がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 
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【所在地別セグメント情報】 

 

  

 前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 

 
日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州 
(百万円)

その他
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

97,195 513,268 69,771 43,571 723,806 ― 723,806 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,975 133 302 119 3,530 (3,530) ― 

計 100,170 513,402 70,073 43,690 727,337 (3,530) 723,806 

営業費用 103,777 395,788 59,936 37,494 596,997 (2,691) 594,305 

営業利益(又は営業損失) △3,606 117,613 10,137 6,195 130,339 (838) 129,500 

Ⅱ 資産 1,444,778 5,130,812 804,369 567,212 7,947,173 (2,360) 7,944,813 

(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度による。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

   北米………………米国、カナダ 

   欧州………………ドイツ、英国 

   その他……………タイ、オーストラリア 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、4,354百万円であり、その主なも

のは、当社の関係会社株式及び資金(現金及び預金)等である。 

  

 当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 

 
日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州 
(百万円)

その他
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

111,738 510,440 88,540 50,132 760,852 ― 760,852 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,340 75 283 119 3,819 (3,819) ― 

計 115,079 510,516 88,824 50,251 764,672 (3,819) 760,852 

営業費用 109,138 369,947 76,020 42,074 597,181 (2,785) 594,395 

営業利益 5,941 140,568 12,804 8,176 167,491 (1,033) 166,457 

Ⅱ 資産 1,559,966 5,935,082 1,045,216 637,254 9,177,521 (2,596) 9,174,924 

(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度による。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

   北米………………米国、カナダ 

   欧州………………ドイツ、英国 

   その他……………タイ、オーストラリア 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,754百万円であり、その主なも

のは、当社の関係会社株式及び資金(現金及び預金)等である。 
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【海外売上高】 

 

  

 前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 513,268 69,771 43,571 626,611 

Ⅱ 連結売上高(百万円) 723,806 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

70.9 9.6 6.0 86.6 

  

 当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 510,440 88,540 50,132 649,113 

Ⅱ 連結売上高(百万円) 760,852 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

67.1 11.6 6.6 85.3 

(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度による。 

２ 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。 

   北米………………米国、カナダ 

   欧州………………ドイツ、英国 

   その他……………タイ、オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
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【関連当事者との取引】 

 

  

１ 前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 (1) 親会社及び法人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

役員の
兼任等

業務上
の関係

取引の
内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

長期 
借入金 

192,000 

親会社 
トヨタ 
自動車 
株式会社 

愛知県
豊田市

397,049
自動車の 
製造・販売

(被所有) 
直接 
100

兼任 
６人

クレジッ
トサポー
トの供与

資金の 
借入 
(注１) 

72,900 
１年以内
返済長期
借入金 

34,000 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注１) 資金の借入については、借入利率は市場金利を参考に合理的に決定している。 

  

 (2) 役員及び個人主要株主等 

    該当事項はない。 

  

 (3) 子会社等 

    該当事項はない。 

  

２ 当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 (1) 親会社及び法人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

役員の
兼任等

業務上
の関係

取引の
内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

長期 
借入金 

106,204 

親会社 
トヨタ 
自動車 
株式会社 

愛知県
豊田市

397,049
自動車の 
製造・販売

(被所有) 
直接 
100

兼任 
７人

クレジッ
トサポー
トの供与

資金の 
借入 
(注１) 

19,796 
１年以内
返済長期
借入金 

100,000 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注１) 資金の借入については、借入利率は市場金利を参考に合理的に決定している。 

  

 (2) 役員及び個人主要株主等 

    該当事項はない。 

  

 (3) 子会社等 

    該当事項はない。 
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(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 344,346円65銭
 

１株当たり純資産額 415,277円22銭
 

１株当たり当期純利益金額 54,563円54銭
 

１株当たり当期純利益金額 72,777円90銭
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式を発行していないため記載していな

い。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式を発行していないため記載していな

い。 

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当期純利益(百万円) 77,929 112,870 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 37 38 

 (うち利益処分による役員賞与金) (37) (38) 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 77,892 112,832 

期中平均株式数(株) 1,427,549 1,550,363 

 

(重要な後発事象) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 新株の発行 

 ① 当社は、中国における販売金融会社設立の為の資

金調達のため、平成16年６月21日の取締役会にて株

主割当増資を決議した。 

 ② 割当の方法：平成16年７月14日午前９時現在の株

主を引受人とする株主割当増資 

 ③ 発行する株式の種類：普通株式 70,000株、発行

価額：一株 10万円、発行価額のうち資本へ組入れ

る額：一株 5万円、発行総額： 70億円 

 ④ 発行の時期：平成16年７月14日 申込期日、払込

期日 

 ⑤ 資金の使途：中国における販売金融会社設立時の

払込資本金に充当 

――――― 
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④ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

      
トヨタファイナン
ス㈱ 

普通社債 
(注)１ 
 

2001年～
2004年 

420,000
(100,000)

470,000
(20,000)

0.27 
～ 
1.40 

なし 2005年 
～ 
2011年 

        
        
 ミディアムターム

ノート 
(注)１ 

2004年～ 
2005年 

― 5,000
(―)
0.23 
～ 
1.25 

なし 2007年 
～ 
2017年 

      
      
海外子会社 普通社債 

(注)１ 
(注)２ 
(注)３ 

1997年～
2005年 

619,833
(74,390)

[2,654百万 
米ドル

  2,589百万
スイス・フラン

  300百万 
カナダ・ドル]

754,299
(68,528)

[3,563百万 
米ドル

  3,105万 
スイス・フラン

  400百万 
カナダ・ドル

 3,000百万
バーツ]

0.75 
～ 
7.00 

なし 2006年 
～ 
2010年 

      
 ミディアムターム

ノート 
(注)１ 
(注)２ 
(注)４ 

1996年～
2005年 

3,052,557
(819,416)
[16,418百万

米ドル

465百万
豪ドル

200百万
ニュージーラン

ド・ドル

30百万
スイス・フラン

913百万
英ポンド

1,250百万
カナダ・ドル

205百万
シンガポール・

ドル

1,152百万
ノルウェー・

クローネ

400百万
香港ドル

4,646百万
ユーロ

396百万
独マルク
7百万
仏フラン]

3,472,466
(936,969)
[17,789百万

米ドル

1,412百万
豪ドル

250百万
ニュージーラン

ド・ドル

1,274百万
英ポンド

1,300百万
カナダ・ドル

205百万
シンガポール・

ドル

2,400百万
香港ドル

4,994百万
ユーロ

385百万
独マルク
7百万
仏フラン]

0.00 
～ 
7.59 

なし 2005年 
～ 
2035年 

      

合計 ― ― 4,116,293 4,701,765 ― ― ― 

(注) １ １年内に償還が予定される金額を(  )内に付記している。 

２ 外国において発行された社債及びミディアムタームノートについて外貨建てによる金額を［ ］内に付

記している。 

３ 海外子会社トヨタ モーター クレジット㈱、トヨタ クレジット カナダ㈱、トヨタ リーシング タイラ

ンド㈱の発行しているものを集約している。 

４ 海外子会社トヨタ モーター クレジット㈱、トヨタ クレジット カナダ㈱、トヨタ モーター ファイナ

ンス(ネザーランズ)㈱、トヨタ ファイナンス オーストラリア㈱、トヨタ ファイナンス ニュージーラ

ンド㈱の発行しているものを集約している。 
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５ 連結決算日後５年内における償還予定額は、次のとおりである。 

 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

1,025,497 988,322 950,582 736,515 557,323 

 

【借入金等明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 610,049 717,655 1.37 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 115,230 162,325 1.78 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

536,680 618,945 1.69 2006年～2024年 

その他の有利子負債 
 コマーシャル・ペーパー 
(１年内返済予定) 

1,299,481 1,526,909 2.89 ― 

合計 2,561,442 3,025,836 ― ― 

(注) １ 平均利率は、当連結会計年度末における利率および残高より加重平均した利率である。 

２ 長期借入金の連結決算日後５年内における返済予定額は、次のとおりである。 

 

 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 149,244 171,646 45,900 49,000 

 

(2) 【その他】 

該当事項はない。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

資産の部     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   492 1,046  

２ 売掛金 ※１  1,146 1,385  

３ 繰延税金資産   116 103  

４ 未収収益   104 60  

５ １年以内回収予定の関係
会社長期貸付金 

  34,000 100,000  

６ 未収入金   119 116  

７ その他   18 87  

流動資産合計   35,997 9.4 102,800 28.1 

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※２    

１ 建物   68 63  

２ 車両運搬具   20 16  

３ 工具器具備品   41 45  

４ 土地   0 0  

有形固定資産合計   130 0.0 126 0.0 

(2) 無形固定資産     

１ ソフトウェア   119 83  

無形固定資産合計   119 0.0 83 0.0 

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券   565 610  

２ 関係会社株式   143,749 152,048  

３ 関係会社出資金   25,735 31,960  

４ 関係会社長期貸付金   178,000 78,000  

５ 繰延税金資産   ― 17  

６ その他   110 113  

投資その他の資産合計   348,160 90.6 262,750 71.8 

固定資産合計   348,410 90.6 262,960 71.9 

資産合計   384,407 100.0 365,761 100.0 
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前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

負債の部     

Ⅰ 流動負債     

１ 短期借入金   6,402 ―  

２ １年以内返済予定の関係
会社長期借入金 

  34,000 100,000  

３ 未払金   415 283  

４ 未払費用   255 229  

５ 未払法人税等   286 243  

６ 預り金   6 7  

７ 賞与引当金   109 129  

８ その他   ― 3  

流動負債合計   41,474 10.8 100,896 27.6 

Ⅱ 固定負債     

１ 関係会社長期借入金   192,000 106,204  

２ 繰延税金負債   1 ―  

３ 退職給付引当金   27 81  

固定負債合計   192,029 50.0 106,285 29.0 

負債合計   233,504 60.7 207,182 56.6 

     

資本の部     

Ⅰ 資本金 ※３  75,025 19.5 78,525 21.5 

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金   75,025 78,525  

資本剰余金合計   75,025 19.5 78,525 21.5 

Ⅲ 利益剰余金     

１ 当期未処分利益   815 1,493  

利益剰余金合計   815 0.2 1,493 0.4 

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金 

  37 0.0 34 0.0 

資本合計   150,903 39.3 158,578 43.4 

負債資本合計   384,407 100.0 365,761 100.0 
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１    

１ 受取配当金  838 923   

２ 受取手数料  2,308 2,670   

３ 融資収益  795 3,943 100.0 852 4,447 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１    

１ 金融費用   709 18.0 752 16.9 

売上総利益   3,234 82.0 3,694 83.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１    

１ 従業員給与手当  839 839   

２ 賞与引当金繰入額  81 115   

３ 退職給付引当金繰入額  27 51   

４ 旅費交通費  139 180   

５ 会議費  159 18   

６ 広報費  37 222   

７ 調査費  151 102   

８ 減価償却費  27 30   

９ その他  518 1,982 50.3 617 2,178 49.0 

営業利益   1,251 31.7 1,516 34.1 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息  0 44   

２ 受取配当金  2 54   

３ 貸倒引当金戻入益  5 ―   

４ その他  2 11 0.3 3 102 2.3 

Ⅴ 営業外費用 ※１    

１ 新株発行費償却  12 5   

２ 支払利息  12 22   

３ 為替差損  55 482   

４ その他  3 83 2.1 2 513 11.5 

経常利益   1,178 30.0 1,105 24.9 

     

税引前当期純利益   1,178 30.0 1,105 24.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

 311 431   

法人税等調整額  169 480 12.2 △4 427 9.6 

当期純利益   698 17.7 678 15.3 

前期繰越利益   116 815  

当期未処分利益   815 1,493  
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③ 【利益処分計算書】 

 

  
前事業年度 
株主総会承認日 
(平成16年６月21日) 

当事業年度 
株主総会承認日 
(平成17年６月17日) 

 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  815  1,493 

Ⅱ 次期繰越利益  815  1,493 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  …移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 
   時価のあるもの 
   …決算日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部資本直
入法により処理し売却原価は移
動平均法により算定） 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  同左 

(2) その他有価証券 
   時価のあるもの 
   …決算日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部資本直
入法により処理し売却原価は移
動平均法により算定） 

   時価のないもの 
   …移動平均法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産のうち建物(附属設備

を除く。)は定額法により、建物付

属設備、車両運搬具、工具器具備

品は定率法により減価償却してい

る。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

   ・建物……………３年から31年 

   ・車両運搬具……３年から６年 

   ・工具器具備品…３年から20年 

(1) 有形固定資産のうち建物(附属設備

を除く。)は定額法により、建物付

属設備、車両運搬具、工具器具備

品は定率法により減価償却してい

る。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

   ・建物……………３年から31年 

   ・車両運搬具……６年 

   ・工具器具備品…３年から20年 

 (2) 無形固定資産のうち、ソフトウェ

ア(自社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)に基

づく定額法により減価償却してい

る。 

(2) 無形固定資産のうち、ソフトウェ

ア(自社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)に基

づく定額法により減価償却してい

る。 

３ 繰延資産の処理方法    新株発行費は全額支出時の費用

として処理している。 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 賞与引当金は、従業員に対して支

給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額基準により計上してい

る。 

(1) 賞与引当金は、従業員に対して支

給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額基準により計上してい

る。 

 (2) 退職給付引当金は、従業員の退職

給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額に

基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上

している。 

(2) 退職給付引当金は、従業員の退職給

付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められ

る額を計上している。 

（追加情報） 

  当社は平成16年６月において、退

職一時金制度の一部について確定拠

出年金制度へ移行した。本移行に伴

う影響額はない。 

５ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜処理によ

っている。 

同左 
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会計処理方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用し

ている。これによる損益に与える影響はない。 

 

表示方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 前期まで区分掲記していた賃借料は、販売費及び一

般管理費の合計額の100分の５以下となったため、その

他に含めて表示することとした。 

 受取配当金及び貸倒引当金戻入益は、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため、区分掲記することとし

た。なお、前期の受取配当金及び貸倒引当金戻入益は

０百万円である。 

 前期まで区分掲記していた役員報酬は、販売費及び一

般管理費の合計額の100分の５以下となったため、その

他に含めて表示することとした。 

 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

※１ 関係会社に対する債権 

 売掛金 1,146百万円
 

※１ 関係会社に対する債権 

 売掛金 1,385百万円
 

※２ 減価償却累計額83百万円が有形固定資産から控除

されている。 

※２ 減価償却累計額110百万円が有形固定資産から控

除されている。 

※３ 授権株式数 普通株式 4,680,000株

   発行済株式総数 普通株式 1,500,500株
 

※３ 授権株式数 普通株式 4,680,000株

   発行済株式総数 普通株式 1,570,500株
 

 ４ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は37百万

円である。 

 ４ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は34百万

円である。 
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 関係会社との取引 

(1) 受取手数料 2,308百万円

(2) 受取配当金 838百万円

(3) 融資収益 795百万円

(4) 金融費用 709百万円

(5) 従業員給与手当 484百万円

(6) 支払利息 12百万円
 

※１ 関係会社との取引 

(1) 受取手数料 2,670百万円

(2) 受取配当金 923百万円

(3) 融資収益 852百万円

(4) 金融費用 752百万円

(5) 従業員給与手当 465百万円

(6) 支払利息 22百万円
 

 

(有価証券関係) 

 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな

い。 

 同左 

 

(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金損金算入限度超過額 38百万円

未払事業税否認 33百万円

無形固定資産否認 8百万円

調査費否認 34百万円

退職給付引当金超過額 11百万円

その他 14百万円

繰延税金資産合計 140百万円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 25百万円

繰延税金負債合計 25百万円

繰延税金資産の純額 115百万円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 46百万円 

未払事業税否認 19百万円 

無形固定資産否認 5百万円 

調査費否認 7百万円 

退職給付引当金超過額 31百万円 

その他 34百万円 

繰延税金資産合計 144百万円 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 23百万円 

繰延税金負債合計 23百万円 

繰延税金資産の純額 121百万円 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の100分の５以下であ

るため、当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳の記載を省略している。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の100分の５以下であ

るため、当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳の記載を省略している。 
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(１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ １株当たり純資産額 100,568円61銭
 

１ １株当たり純資産額 100,973円19銭
 

２ １株当たり当期純利益金額 490円02銭
 

２ １株当たり当期純利益金額 437円37銭
 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため、記載をしてい

ない。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため、記載をしてい

ない。 

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 

 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日)

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当期純利益(百万円) 698 678 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 698 678 

期中平均株式数(株) 1,425,500 1,550,363 

 

(重要な後発事象) 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 新株の発行 

 ① 当社は、中国における販売金融会社設立の為の資

金調達のため、平成16年６月21日の取締役会にて株

主割当増資を決議した。 

 ② 割当の方法：平成16年７月14日午前９時現在の株

主を引受人とする株主割当増資 

 ③ 発行する株式の種類：普通株式 70,000株、発行

価額：一株 10万円、発行価額のうち資本へ組入れ

る額：一株 5万円、発行総額： 70億円 

 ④ 発行の時期：平成16年７月14日 申込期日、払込

期日 

 ⑤ 資金の使途：中国における販売金融会社設立時の

払込資本金に充当 

――――――――――― 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定

により記載を省略している。 

 

【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末 
残高 
(百万円) 

有形固定資産    

 建物 85 1 ― 86 23 5 63 

 車両運搬具 27 4 ― 31 15 7 16 

 工具器具備品 100 22 4 117 72 16 45 

 土地 0 ― ― 0 ― ― 0 

有形固定資産計 213 27 4 236 110 30 126 

無形固定資産    

 ソフトウェア 210 7 ― 217 133 42 83 

無形固定資産計 210 7 ― 217 133 42 83 

長期前払費用 4 0 4 0 ― ― 0 

繰延資産    

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 
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【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 75,025 3,500 ― 78,525 

普通株式 (株) (1,500,500) (70,000) (―) (1,570,500)

普通株式 (百万円) 75,025 3,500 ― 78,525 

計 (株) (1,500,500) (70,000) (―) (1,570,500)

資本金のうち 
既発行株式 

計 (百万円) 75,025 3,500 ― 78,525 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 75,025 3,500 ― 78,525 
資本準備金及び 
その他資本剰余金 

計 (百万円) 75,025 3,500 ― 78,525 

― (百万円) ― ― ― ― 
利益準備金及び 
任意積立金 

計 (百万円) ― ― ― ― 

(注) １ 資本金及び資本準備金の増加の原因は、平成16年７月に実施した株主割当増資によるものである。 

 

【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

賞与引当金 109 129 109 ― 129 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

 

内訳 金額(百万円) 

現金 0 

当座預金 1 
預金 

普通預金 1,044 

計 1,046 

 

② 売掛金 

 

相手先 金額(百万円) 

トヨタ モーター クレジット㈱ 961 

トヨタファイナンス㈱ 132 

トヨタ モーター ファイナンス(ネザーランズ)㈱ 94 

トヨタ クレジット カナダ㈱ 81 

トヨタ ファイナンス オーストラリア㈱ 75 

トヨタ ファイナンシャル サービス(UK)㈱ 16 

トヨタ クレジット プエルト・リコ㈱ 16 

トヨタ ファイナンス ニュージーランド㈱ 7 

計 1,385 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
 

前期繰越高 
 
(Ａ) 
(百万円) 

当期発生高 
 
(Ｂ) 
(百万円) 

当期回収高 
 
(Ｃ) 
(百万円) 

次期繰越高 
 
(Ｄ) 
(百万円) 

回収率(％) 
 

(Ｃ) 
(Ａ)＋(Ｂ)

×100 
 

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 
 

1,146 2,701 2,462 1,385 64.0 171 

 

③ １年以内回収予定の関係会社長期貸付金 

 

相手先 金額(百万円) 

トヨタファイナンス㈱ 100,000 

計 100,000 
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④ 関係会社株式 

 

銘柄 金額(百万円) 

トヨタ ファイナンシャル サービス アメリカ㈱ 55,722 

トヨタファイナンス㈱ 30,000 

トヨタ ファイナンシャル サービス(UK)㈱ 17,937 

トヨタ ファイナンス オーストラリア㈱ 12,163 

トヨタファイナンシャルサービス証券㈱ 12,000 

トヨタ リーシング タイランド㈱ 9,106 

トヨタ クレジット カナダ㈱ 5,805 

その他９社 9,313 

計 152,048 

 

⑤ 関係会社出資金 

 

銘柄 金額(百万円) 

トヨタ クレジットバンク㈲ 25,735 

トヨタ モーター ファイナンス チャイナ㈲ 6,225 

計 31,960 

 

⑥ 関係会社長期貸付金 

 

相手先 金額(百万円) 

トヨタファイナンス㈱ 78,000 

計 78,000 

 

⑦ １年以内返済予定の関係会社長期借入金 

 

相手先 金額(百万円) 

トヨタ自動車㈱ 100,000 

計 100,000 

 

⑧ 関係会社長期借入金 

 

相手先 金額(百万円) 

トヨタ自動車㈱ 106,204 

計 106,204 
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(3) 【その他】 

該当事項はない。 

 

 

第３ 【指数等の情報】 

該当事項なし。 

 

 

 


